
６市町　４００人
２６１，９２７千円（本税２６０，５６８千円、督促１，３５９千円）

１１７，７００千円（本税１０６，６６４千円、督促６４２千円、
　 　延滞金１０，３９４千円）

受託額に対する徴収額（本税＋督促料）の占める割合：４１．０％
（当初目標は２５％≒６５，５００千円）

徴収率
31.7%
36.9%
36.2%
48.0%
40.9%

完　　　納 61 ：本税、督促手数料、延滞金を全て徴収した案件

執行停止 18 ：滞納処分の執行停止と判断した案件

再移管 207 ：21年度も機構で継続して徴収すべきと判断した案件

返      還 114 ：残額が少額、延滞金のみなどで市町へ返還する案件

（２１．４．１～２２．３．３１まで）
件数内訳

預貯金 67 不動産公売　　　　　　３　件
給与 14 動産ネット公売　　　　８　回　　９２８　品
年金 3 　　（入金があって、売り渡しできた品数）
報酬 1
還付金 3
保険金 31
売掛金 2
動産 53
不動産 20
出資金 5

400人

備　　　　　考
個人県民税分≒８，０６０

123,961

徴　収　額
20,156

単位：千円、％
受　託　額

63,498

計 260,568
59,536

106,664

1,618 軽自動車税
 国民健康保険税

 固定資産税
4,473

25,35468,636

　１９９件　

平成平成平成平成21212121年度租税債権管理機構執行状況概要年度租税債権管理機構執行状況概要年度租税債権管理機構執行状況概要年度租税債権管理機構執行状況概要

　１．受託額

　６．差押え件数　

　２．徴収額（市町窓口収納分含む）

　３．徴収率

　４．税目別実績（本税のみ）　　　　　　　　　　　　　　　　

　５．処理別内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

税　　　　目
 住民税


